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分析モデル、手法、シナリオ
の概要



分析・評価スキーム：全体概要
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日本の実績排出量

出典）環境省

【分析手法】
DNE21+による内生的計算

EPAデータベースを基にした
コスト・ポテンシャル関数を利用。
DNE21+とソフトリンクによる
内生的計算
（付録２参照）

外生シナリオ（ギガリ改正）
（付録２参照）

外生シナリオ＋CCUについて
DNE21+による内生的計算

土地利用モデルGLaWにより、
ポテンシャル・コスト推計。残渣系
バイオマスは別途、ポテンシャル
を推計し、コストを想定。
DNE21+による内生的計算

※ DNE21+モデルについては、
〇2021年5月基本政策分科会提示資料
〇2024年8月GX専門家WG提示資料
なども参照されたい。関連査読論文は
付録１参照



温暖化対策評価モデルDNE21+の概要
(Dynamic New Earth 21+)

各種エネルギー・CO2削減技術のシステム的なコスト評価が可能なモデル

線形計画モデル（エネルギーシステム総コスト最小化。決定変数：約1千万個、制約条件：約1千万本）
モデル評価対象期間： 2000～2100年（代表時点：2005, 10, 15, 20, 25, 30, 40, 50, 70, 2100年）
世界地域分割： 54地域分割（米国、中国等は１国内を更に分割。計77地域分割）
地域間輸送： 石炭、原油・各種石油製品（e-fuels含む）、天然ガス・合成メタン、電力、エ
タノール、 水素、アンモニア、CO2

エネルギー供給（発電部門等）、CO2回収・利用・貯留技術（CCUS）を、ボトムアップ的に
（個別技術を積み上げて）モデル化

エネルギー需要部門のうち、鉄鋼、セメント、紙パ、化学、アルミ、運輸、民生の一部に
ついて、ボトムアップ的にモデル化。その他産業や民生においてCGSの明示的考慮
国際海運、国際航空についても、ボトムアップ的にモデル化

500程度の技術を具体的にモデル化、設備寿命も考慮
それ以外はトップダウン的モデル化（長期価格弾性値を用いて省エネ効果を推定）

モデル内でのコストは、実質価格で想定しており、1 USD=110円（2000-10年の平均値）を採用

• 地域別、部門別に技術の詳細な評価が可能。また、それらが整合的に評価可能

・中期目標検討委員会およびタスクフォースにおける分析・評価
・国内排出量取引制度の検討における分析・評価、環境エネルギー技術革新計画における分析・評価
・第6次エネルギー基本計画策定時において基本政策分科会への2050年CN分析の提示はじめ、気候変動政策の
主要な政府検討において活用されてきた。またIPCCシナリオ分析にも貢献。関連の査読論文多数（付録参照）
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モデル分析の限界・留意事項（例）
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DNE21+モデルは、エネルギーの輸出入の量・価格の整合性を有しながら、世界
全体を評価できる特徴を有する。モデルは、世界全体の整合性を重視し、前提条
件の想定を行っている。例えば、太陽光、風力発電やCO2貯留ポテンシャル推計
は、世界全体のGISデータをベースに、同じ推計ロジックによって、世界各国の
ポテンシャルを推計している。

そのため、技術・経済ポテンシャルは国間で比較評価しやすいものの、それを超
えた各国の事情（例えば、日本における原子力や再エネ対する社会・物理的制約
など）はあまり考慮していない。

動学的な最適化を行うモデルであるため、2100年までの将来の姿を踏まえた上で
の、2040年、2050年などの途中時点の評価がなされるという長所がある。また、
コスト最小化という基準での評価であり、恣意的なシナリオ設定は極力排除され
る一方、経済合理性が成立した途端に、急に技術が完全代替するなど、極端な変
化を示すこともあることに注意が必要。（現実世界は、多様な選択者がいるため、
急激に変化せず、普及曲線に従うようなことは多い。そのような表現に優れた計
量経済モデルと比べると、本最適化型モデルは、極端な変化を示す場合があ
る。）

モデルは、需給バランスが常にとれるように計算がなされる。モデル分析結果か
らは、発電設備容量が不足するといった結果は導出されない。

モデルで内生的に評価されていない事項（上記の留意点やエネルギー安全保障な
ど）は、モデル分析結果を見た上で、別途、検討・評価が必要



GDP想定：内閣府展望

出典）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」 (2024年1月)

「成長実現ケース」をベースに試算。2034年以降については、「成長実現ケース」におけ
る2033年の一人当たりGDP成長率（1.5%/yr）が継続するものと想定
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2050年カーボンニュートラル実現シナリオ
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※ 2024年8月9日GX専門家ワーキンググループに提示した「成長実現シナリオ」と「低成長シナリオ」から、各種技術の
前提条件の精査を実施しており、両シナリオについても、分析結果に若干の差異が生じている。

また、本分析では、排出削減対策に伴うエネルギー価格上昇による、エネルギー多消費産業などの生産量低下を考慮
していない。



2040年排出削減目標感度解析



GHG排出量削減経路の想定
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2030年NDC

線形削減（2040年▲73%）

上に凸削減（2040年▲60%）

下に凸削減（2040年▲80%）

▲60% 

▲46% 

▲73% 

▲80% 

▲100% 

世界全体では、1.5℃シナリオ＋2030年各国NDCs＋主要先進国は2050年CN（
線形排出削減）を想定



1.5℃シナリオとの整合性（世界全体） 10

気温上昇正味CO2ゼロ排
出までの累積
CO2排出量

(2020年以降)

CO2排出量の
正味ゼロ

排出実現時期

2040年GHG
排出削減率
（2019年比） 2100

年
ピーク

1.3℃1.6℃510 [330-710]
GtCO22050–55年69 [58–90] %

IPCC C1：1.5℃
ｵｰﾊﾞｰｼｭｰﾄ無もしく
は小

1.4℃1.7℃720 [530-930] 
GtCO22055–60年55 [40–71] %IPCC C2：1.5℃

ｵｰﾊﾞｰｼｭｰﾄ有

1.4℃1.7℃767 GtCO22050–55年
62 %

（エネ起CO2：
71–72%）

本分析シナリオ

世界全体では1.5℃シナリオ（IPCC C1もしくはC2カテゴリー）と整合的
2030年NDCsを前提としたため、累積CO2排出量想定は、IPCC C1カテゴリーより大きく
C2カテゴリー相当だが、2040年の世界CO2排出量はC1相当
世界CO2排出量の正味ゼロ実現時期（2050–55年）も、C1相当

出典）IPCCの数字は、IPCC WG3第6次評価報告書 Table SPM.2より



世界各国間でのCO2限界削減費用（2040年）の比較
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低成長シナリオ成長実現シナリオ

▲80%▲73%▲60%▲80%▲73%▲60%日本の2040年削減率

850 602 410 504 364 294 日本

409 410 410 292 293 294 米国

428 428 428 292 293 294 英国

409 410 410 296 298 298 EU

409 410 410 292 293 294 その他

単位：USD/tCO2 （2000年価格）

※米、英、EUの主要先進国は、2050年GHGでのCN（正味ゼロ排出）を想定

▲60%では、CO2限界削減費用が、世界各国間でほぼ均等化しており、世界全体での効率的な排
出削減水準となっている。
▲73%以上になると、日本の限界削減費用は、他国よりも高くなり、他国よりも野心的な水準と主張
可能な排出削減水準
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2040年排出削減水準（2013年比％）

成長実現シナリオ技術ベース 低成長シナリオ技術ベース

削減水準別CO2限界削減費用（2040年）の傾向と
他モデル推計の限界削減費用との比較
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▲80%で限界削減費用の上昇が大。「成長実現シナリオ」、「低成長シナリオ」のいずれの技術想定
シナリオベースでも、NGFS Net Zero 2050の2040年限界削減費用（炭素価格）の上限も超える。
「成長実現シナリオ」の技術想定下では、▲73%時の限界削減費用は、「低成長シナリオ」の技術想
定下での▲60%を若干下回る水準

NGFS Net Zero 2050
３モデルによる３シナリオの
推計レンジ（米国消費者
物価指数を用いて調整）

※ NGFS: Network for Greening 
the Financial System



CO2限界削減費用：時系列 13

「成長実現シナリオ」の技術想定下では、2030年▲46%の限界削減費用よりも、2040年▲60%では
若干低下する可能性はある。
他方、「低成長シナリオ」の技術想定下では、いずれの排出削減水準であっても、2040年では限界
削減費用が2030年よりも上昇傾向がみられる。
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成長実現シナリオ技術ベース：▲60%

成長実現シナリオ技術ベース：▲73%

成長実現シナリオ技術ベース：▲80%
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日本のエネルギーシステムコスト増分
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※特段の排出削減を考慮しない経済合理的なベースラインにおけるエネルギーシステム総コストからのコスト増分

2040年▲80%2040年▲73%2040年▲60%
205020402050204020502040

+150+115+162+70+163+49成長実現シナリオ

+369+204+370+149+382+82低成長シナリオ

単位：billion US$/yr

※割引率5%/yr（DNE21+モデル内で
の時間選好割引率と同様。なお、IPCC 
AR5では期間中のエネルギーシステム
総コストの割引に5%/yrが用いられてい
る）、期間：モデルの評価期間である
2000～2100年の累積。
ただし、排出経路の差は2030～50年
の間のみのため、コストの差の大部分
はこの期間のコストの差異である。
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まとめ
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1.5℃シナリオ（オーバーシュート無もしくは小）と整合的な2040年の世界排出削減水準を想定
した上で、日本の2040年の排出削減水準について、１）▲60%（上に凸）、２）▲73%（線形削
減）、３）▲80%（下に凸）の３経路について分析・評価 【1.5℃整合性の担保】
広範かつ早い技術進展を見込んだ「成長実現シナリオ」と、技術進展が漸進的な「低成長シナ
リオ」の２種類の技術シナリオ想定で分析を実施 【技術進展の不確実性の考慮】

▲60%では世界の限界削減費用はほぼ均等化（効率的な削減）、▲73%、▲80%では他国よ
りも限界削減費用は高くなると推計（他国よりも意欲的な削減水準） 【国間での排出削減努力
の検証】

CO2限界削減費用は、▲60%⇒▲73%⇒▲80%の間、逓増的 【排出削減率に対する限界削
減費用の検証】

国際的に金融機関等での参照が多い、NGFSの1.5℃（2050年実質ゼロ）シナリオで３モデルに
よって推計されているCO2限界削減費用と比較すると、▲60%でも、 「成長実現シナリオ」、「低
成長シナリオ」ともに、十分整合的な水準。▲80%の場合は、広範なる技術進展を見込んだ「成
長実現シナリオ」であっても、NGFSの限界削減費用の３モデルの中の高い推計さえも超える
可能性あり。【他モデル推計の限界削減費用水準との比較検証】

2030年▲46%のためのCO2限界削減費用と比較すると、▲46%が極めて厳しい目標であるこ
とが原因ではあるが、 「成長実現シナリオ」 ベースの場合、▲60%では、2030年よりも2040年
の限界削減費用が低下する可能性あり。【時系列の排出削減費用の検証】

累積の総エネルギーシステムコストで確認しても、CO2限界削減費用と同様に、下に凸のコスト
関数が見られ、 ▲60%⇒▲73%⇒▲80%の間、逓増的。【排出削減率に対する累積の総費用
の検証】



付録１ DNE21+モデル分析に関する
査読論文例



RITE DNE21+モデル分析の査読論文例（1/3）
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Non-CO2 GHGの排出削減ポテンシャルの推計
Non-CO2 GHG排出削減推計は、対策オプション別コストに関する、EPA(2019)のデータベースを利用。
ベースライン排出からのNon-CO2 GHG削減ポテンシャルを、以下の近似式で推計。（割引率5%/yr、
AR4-GWP100）。ただし、HFCシナリオについては、EPA2019では考慮されていないため、キガリ改正の
排出目標を別途外生的に想定（次々頁）

Hyman et al. (2003)によるNon-CO2 GHG削減量の近似曲線
(時点別・地域別・セクター・ガス別) :

Abatement(%)= 1− １

Abatement(%): ベースラインからの削減率、MAC:限界削減費用（エネ起CO2と同レベル）、σ：削減パラメータ(EPA(2019)から推計)。

削減ポテンシャル推計式に必要なパラメータσを、 EPA2019データベース(*1)から回帰分析により推計
（時点別(*2)×地域別(*3)×セクター別(*4) ）

*1: MACは、5,10,…,500, 1000$/tCO2の10レベル
*2: 8時点（2015～2050; 5年間隔）。2015年値はUNFCCC実績値排出量と概ね整合的（ただし、2015年・米国値など、不整合な

地域もある）。

*3: EPA2019のSummary表の各国別データを、DNE21＋の54地域別に集計。
*4: 以下のセクター・ガス種に集約。農業[CH4・N2O]、、産業プロセス1[HFCs]、 産業プロセス2[PFCs]、
産業プロセス3[SF6]、産業プロセス4[N2O]、石炭[CH4]、石油ガス[CH4]、その他[CH4・N2O合計]

文献:
[1] Hyman et al.(2003), Modeling non-CO2 greenhouse gas abatement, Environmental Modeling & Assessment volume 8, pp.175–186
[2] US-EPA(2019), Global Non-CO2 Greenhouse Gas Emission Projections & Mitigation Potential: 2015-2050
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セクター別・ガス種別のNon-CO2-GHG排出削減費用曲線：
日本、2040年

2040年・日本の削減パラメータσの想定
(EPA2019より推計)

セクター ガス種 2040年 2050年
CH4 0.02 0.02
N2O 0.02 0.02
N2O 0.16 0.16
PFCs 0.03 0.03
SF6 0.15 0.14

Coal CH4 0.17 0.17
Oil & Gas CH4 0.14 0.18

CH4 0.04 0.04
N2O 0.04 0.03

Agriculture

Industrial Process

Others
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Non-CO2GHG排出量・削減量推計モデルの構造

Non-CO2 GHG
モデル

(GAMS)

Non-CO2 GHG
排出量・対策コスト

(CSV)

各種削減シナリオの反映
＜DNE21+の54地域別結果を反映＞
①CO2限界削減費用（MAC）
②化石燃料需給量

Non-CO2 GHG
ベースライン排出量

(EXCEL)

EPA（2019）削減
データベースに基づ
く、パラメータ設定

各種シナリオの反映（ベース
ライン）
①人口・GDP 
②化石燃料需給量

(DNE21+の結果を反映)

※ HFCは、キガリ改正の排出目標に従い、
外生的に想定（次頁参照）
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HFC: キガリ改正による排出削減目標の想定（外生）

205020402030削減目標の基準年

▲85%▲85%▲80%2011-2013年日本・先進国

▲85%▲20%-2025年中東・インド・パキスタン

▲80%▲50%▲10%2020年その他途上国
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HFCについては、モントリオール議定書ギガリ改正で合意されている排出削減を外生的
に想定
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IPCC-AR6
AR6 Scenario Explorer and Database(ver1.0)より作成。
グラフは、データベースの平均値を表す。
エラーバーの上限・下限は、最大値・最小値を表す。
*C1,C2,C3の最上位値は、米GCAM。
(C4の上位値は、米GCAMや米MIT-EPPA。)
**C1,C2,C3の最下位値は、EC-POLES（Non-CO2推計に関して
は、農業部門はIIASAモデル(比較的楽観的な結果を示す)、産業・
エネルギー部門はEPA分析に基づく）。

RITE Non-CO2 GHGモデル
(EPA2019ベース)
[キガリ改正目標は未考慮]

世界Non-CO2 GHG排出量の試算：IPCCシナリオとの比較

⇒ RITE Non-CO2 GHGモデル(EPA2019ベース)の結果は、米GCAMの結果に近い。
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